
令和 4 年 3 月

令和 3 年度 令和 12

１．事業概要

（１）

① 給　水

② 施　設　

③ 料　金

①

②

③

④ 組　織

（２）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

静岡県周智郡森町

①大久保簡易水道事業

②三倉簡易水道

③大河内簡易水道

計 画 期 間 ：

①②③　各１

～

管 路 延 長

①０．０２３千㎥／ha
②０．１４千㎥／ha
③０．０１３千㎥／ha

供 用 開 始 年 月 日
①昭和52年４月
②昭和31年４月
③昭和30年１月

水 源

森町簡易水道事業経営戦略

事業の現況

上下水道課上水道管理係２名、上水道工務係３名の計５名が所管しており、全員上水道事業との兼務で行っている。
給与費の予算措置については、すべて上水道事業会計。

これまでの主な経営健全化の取組

施設点検を直営で行い、委託料の軽減を図っている。
滞納整理を適切に行うことで、原則毎年度徴収率１００パーセントとなるようにしている。

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

①②③　各1

施 設 能 力
①５０㎥／日
②８０㎥／日
③６７㎥／日

有収水量密度 = 年間有収水量　÷　給水区域面積

①６．６千ｍ
②１．９千ｍ
③２．３千ｍ

施 設 利 用 率
①４８．８％
②６０．４％
③７．６％

施 設 数

計 画 給 水 人 口
①３３０人
②４００人
③４５０人

現 在 給 水 人 口
①８４人
②１２７人
③１９人法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）

・ 非 適 の 区 分
①②③ 法非適用

①②③　なし料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施設利用率 = １日平均配水量 ÷ １日配水能力 × 100

（一般用）基本料金880円（10㎥まで）、超過料金１㎥につき88円
（営業用）基本料金1320円（15㎥まで）、超過料金1㎥につき88円
（臨時用）基本料金1760円（15㎥まで）、超過料金1㎥につき132円
別途メーター使用料を加算。口径13ミリ55円、口径20ミリ110円、口径25ミリ132円。

（一般用）基本料金440円（10㎥まで）、超過料金１㎥につき44円
（営業用）基本料金605円（10㎥まで）、超過料金1㎥につき44円
（臨時用）基本料金660円（10㎥まで）、超過料金1㎥につき66円
別途メーター使用料を加算。口径13ミリ33円、口径20ミリ44円、口径25ミリ55円。

（一般用）基本料金660円（10㎥まで）、超過料金１㎥につき66円
（営業用）基本料金1320円（15㎥まで）、超過料金1㎥につき66円
（臨時用）基本料金1650円（15㎥まで）、超過料金1㎥につき99円
別途メーター使用料を加算。口径13ミリ44円、口径20ミリ66円、口径25ミリ77円。

料金体系の
概要・考え方

（一箇月・税込）

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別紙経営比較分析表の分析のとおり。

水需要の予測

今後も安定したサービスを提供し続ける必要があることから、以下の２点を基本方針として取り組む。
①収入の確保　　水道料金の収納率向上に向けて、引き続き料金徴収１００パーセントを維持し、収入の確保を図る。
②施設の適正な維持管理　　施設の修繕を行い、適正な維持・管理を行う。

（１）の人口減少率とほぼ比例して将来有収水量が減少するものと予測している。

組織の見通し

現在は、主な担当が１人（兼務）であり、これ以上の人員削減は現実的ではないため、現体制を維持していく。
通常の簡易水道業務は今後もこの１人で行うが、災害時や緊急時は他職員や地元管理人等の協力を得て対応していく。

給水人口の予測

（２）の水需要の予測とほぼ比例して料金収入が減少するものと予測している。

料金収入の見通し

森町水道事業基本計画及び直近の住民基本台帳人口から、将来の給水人口を予測した。
減少傾向にある行政区域人口と同様、簡易水道給水人口も減少していく見込みとなっている。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

現在稼働している簡易水道施設の長寿命化を図るため、適切な時期に施設補修を行う。

目 標

最大限の財源確保を目指す。

財源の大半を成す使用料収入については、引き続き収納率１００パーセントを目指す。
資産の有効活用について、特に活用できる資産はないため経費削減に努力する。

修繕費に関する事項について、老朽施設の修繕を計画的に行うことにより、修繕費の縮減に努める。
多大な更新費用が発生しないように、細やかな維持修繕を行う。

①　収支計画のうち投資についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

現在施設の経営規模では、民間委託による経費の削減等は期待できないが、業務の効率化を図るため、地元の協議等を通じて様々な手法を
検討する。
また、今後現在施設を適正に維持管理するための投資を計画的に行えるよう、施設・設備の長寿命化を検討する。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

５年毎の見直しを行う。その際、料金の改定や経営統合などについても検討する。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

なし

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

なし

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 なし

なし

なし

料金の未収額ゼロを基本方針とする。地元と協議し、適切な料金改定を検討する。

対象資産なし

そ の 他 の 取 組 なし

企 業 債

繰 入 金

なし

なし

なし広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

①大久保簡易水道 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 919 2,472 1,012 1,006 1,000 1,045 1,149 1,033 1,028 1,022 1,017 1,011

（１） (B) 918 971 962 956 950 945 939 933 928 922 917 911

ア 918 971 962 956 950 945 939 933 928 922 917 911

イ (C)

ウ

（２） 1 1,501 50 50 50 100 210 100 100 100 100 100

ア

イ 1 1,501 50 50 50 100 210 100 100 100 100 100

２ (D) 969 2,417 1,101 990 990 990 1,090 990 990 990 990 990

（１） 969 2,417 1,101 990 990 990 1,090 990 990 990 990 990

ア

イ 969 2,417 1,101 990 990 990 1,090 990 990 990 990 990

（２）

ア

イ

３ (E) △ 50 55 △ 89 16 10 55 59 43 38 32 27 21

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

収 支 差 引 (A)-(D)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

①大久保簡易水道 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

(J) △ 50 55 △ 89 16 10 55 59 43 38 32 27 21

(K) 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

(L) 404 304 309 170 136 97 102 111 104 92 74 51

(M)

(N) 304 309 170 136 97 102 111 104 92 74 51 22

(O)

(P) 304 309 170 136 97 102 111 104 92 74 51 22

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 918 971 962 956 950 945 939 933 928 922 917 911

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 95 102

赤 字 比 率 （ ×100 ）

104 103 103 102

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

92 102 101 106 105 104

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

令和１１年度 令和１２年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和８年度 令和９年度 令和１０年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

②三倉簡易水道 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 1,398 1,549 1,202 1,166 1,162 1,157 1,152 1,148 1,143 1,139 1,134 1,130

（１） (B) 1,228 1,306 1,171 1,166 1,162 1,157 1,152 1,148 1,143 1,139 1,134 1,130

ア 1,228 1,306 1,171 1,166 1,162 1,157 1,152 1,148 1,143 1,139 1,134 1,130

イ (C)

ウ

（２） 170 243 31

ア 70 42 31

イ 100 201

２ (D) 889 910 831 800 800 950 800 800 800 800 800 800

（１） 749 826 800 800 800 950 800 800 800 800 800 800

ア

イ 749 826 800 800 800 950 800 800 800 800 800 800

（２） 140 84 31

ア 140 84 31

イ

３ (E) 509 639 371 366 362 207 352 348 343 339 334 330

1 (F) 472 500 346

（１）

（２） 472 500 346

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 945 1,001 726

（１）

（２） (H) 945 1,001 726

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 473 △ 501 △ 380

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

収 支 差 引 (F)-(G)

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

②三倉簡易水道 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

(J) 36 138 △ 9 366 362 207 352 348 343 339 334 330

(K) 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

(L) 233 219 307 248 564 876 1,033 1,335 1,633 1,926 2,215 2,499

(M)

(N) 219 307 248 564 876 1,033 1,335 1,633 1,926 2,215 2,499 2,778

(O)

(P) 219 307 248 564 876 1,033 1,335 1,633 1,926 2,215 2,499 2,778

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 1,228 1,306 1,171 1,166 1,162 1,157 1,152 1,148 1,143 1,139 1,134 1,130

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 1,727 726

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

70 42 31

70 42 31

472 500 346

472 500 346

542 542 377

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 76 81

赤 字 比 率 （ ×100 ）

143 142 142 141

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

77 146 145 122 144 143

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地 方 債 残 高

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

③大河内簡易水道 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 155 179 138 138 138 138 143 143 160 115 115 115

（１） (B) 145 119 108 108 108 108 108 108 105 105 105 105

ア 145 119 108 108 108 108 108 108 105 105 105 105

イ (C)

ウ

（２） 10 60 30 30 30 30 35 35 55 10 10 10

ア

イ 10 60 30 30 30 30 35 35 55 10 10 10

２ (D) 140 169 136 136 136 136 136 136 127 112 112 112

（１） 140 169 136 136 136 136 136 136 127 112 112 112

ア

イ 140 169 136 136 136 136 136 136 127 112 112 112

（２）

ア

イ

３ (E) 15 10 2 2 2 2 7 7 33 3 3 3

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

収 支 差 引 (F)-(G)

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

③大河内簡易水道 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

(J) 15 10 2 2 2 2 7 7 33 3 3 3

(K) 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

(L) 37 42 42 34 26 18 10 7 4 27 20 13

(M)

(N) 42 42 34 26 18 10 7 4 27 20 13 6

(O)

(P) 42 42 34 26 18 10 7 4 27 20 13 6

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 145 119 108 108 108 108 108 108 105 105 105 105

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 111 106

赤 字 比 率 （ ×100 ）

126 103 103 103

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

101 101 101 101 105 105

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地 方 債 残 高

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

全体総括

当町の３つの簡易水道は、山間部に点在する小規模
な施設で地形的に施設統合が困難な状況にある。ま
た、高齢化が進み人口の減少に伴う給水収益の減
少、老朽化した施設の更新・修繕に係る費用の確保
など、課題は多い。
基金の活用等による施設整備を計画的に行いつつ、
地元とも協議し、今後の経営について経営形態等を
含めて検討する必要がある。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

給水人口及び給水戸数の減少が続き、給水収益は減
少傾向であるため、収益的収支比率、料金回収率は
共に100％を下回り、厳しい経営が続いている。
経営規模が小さく、現状としては、施設の更新や大
規模な修繕等は、基金の取り崩しや一般会計からの
繰入がなければ実施できない状況にあるが、地元と
も協議しながら更新及び修繕箇所を選定し、無駄の
ない効率的な事業実施に努めている。

2. 老朽化の状況について

40年以上経過した施設が多く、老朽化が進んでい
る。現時点で行える対策として、地元・職員が協力
し、点検をこまめに実施することで施設の維持に努
めている。

2. 老朽化の状況

－

- 該当数値なし 1.29 1,320 230 0.22 1,045.45 【】

133.91 134.26 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D4 非設置 17,979

経営比較分析表（令和2年度決算）
静岡県　森町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.78 0.57 0.62 0.39 0.61

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 88.99 89.85 87.31 84.00 93.40

平均値 72.11 74.05 73.25 75.06 73.22

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 171.56 151.19 114.05 75.34 30.30

平均値 1,595.62 1,302.33 1,274.21 1,183.92 1,128.72

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 84.13 52.11 65.77 77.85 53.28

平均値 37.92 40.89 41.25 42.50 41.84

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 104.48 173.01 135.26 121.25 175.84

平均値 423.18 383.20 383.25 377.72 390.47

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 45.12 40.38 40.68 37.40 39.52

平均値 46.90 47.95 48.26 48.01 49.08

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 90.00 90.00 90.00 90.00 90.00

平均値 74.63 74.90 72.72 72.75 71.27

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【78.36】 【949.15】

【71.88】【56.31】【288.19】【55.87】

【0.80】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


